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-　人にかかるコスト（人件費など）

申請前に相談を受け、工事内容が助成対象となるかの確認を行っている。申請受理後は、区職員が工事着
手前に現場確認し、工事終了後に完了検査を行い、適切に実施されたか判断したうえで助成しており、効率
的に実施している。

事
務
事
業
の
実
績

-

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

目標値

10

-

種　別 指標の名称

　決算額　　(単位：千円) -

0

35

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

　一般財源（区負担額） -

今後の方向性

6,883

7,042

800

-

0

3,243

0

800

159

6,242

0

目的達成度

手段の適切性

事務事業コスト

(単位：千円)

［評価の理由］（区民生活への影響を十分考慮すること）

新たに母子健康手帳の交付の際に配布する「母と子の保健バッグ」の中に周知用のチラシを
入れ、また住宅関連団体等への周知に努めた結果、助成件数が増加したが目標事業量の達
成に至っていないため、子育て世帯へ更なる周知を行い、助成件数の増加に努めていく。

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

区がリフォーム工事費用を助成することにより、子供が居室内で安全に過ごすことができる居住環境の整備
促進に繋がるため、必要性は高い。

維持

評
価
結
果

新たに「母と子の保健バッグ」の中に周知用のチラシを入れ、また住宅関連団体等への周知に努めた結果、
助成件数が増加したが目標件数の達成には至っていない。子育て世帯への居住支援としては機能している
ため、引き続き周知に努めていく必要がある。

3 子供が居室内で安全に過ごすためのリフォーム工事１０項目を対象に工事費用を助成することにより、居住
水準の向上を図り、子育て世帯への居住支援に繋がっており、区が実施することが手段として適切である。

3

財源項目

(単位：千円)

必要性

前回評価から
改善した事項

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

母子健康手帳交付の際に配布する「母と子の保健バッグ」の中に周知用のチラシを入れ、また住宅関連団体に制度
説明を行うなど、更なる周知に努めた。

-

3,243

-

事業区分

金銭給付

平成２９年度　事務事業評価シート

（３）住生活の安定の確保及び質の向上

台東区子育て世帯住宅リフォーム支援制度助成金交付要綱根拠法令等

事業対象

事務事業名 子育て世帯住宅リフォーム支援

　

住宅課

行政計画 事業NO. 88 計画事業名
事業の開始・終了年度

子育て世帯住宅リフォーム支援

事
務
事
業
の
概
要

　

[事業開始]

①多様なニーズに対応した住まいづくりの促進

要綱

なし

手すりの取付、段差の解消、滑りの防止のための床材の変更等、進入防止フェンスの設置、コンセント位置の移動、引き残
しの確保のための扉の取替等、柱・壁・作り付け家具等の面取り加工等、ドアストッパー等の設置、指はさみ防止のための
折戸取替等、浴室扉の鍵の設置等のリフォーム工事を行う場合に、対象工事費の３分の１かつ２０万円を限度に、区が助成
する。対象住宅は、自ら居住している、またはリフォーム工事後に居住する区内の住宅。世帯員全員の前年の総所得の合
計が８００万円以下であること。

補助金の有無

3,208

長期総合
計画体系

 [基本目標]

小学生以下の子供又は妊婦と同居している世帯

平成

年度[終了予定]

 [小　　柱]

〔法令等名〕

Ⅱ-１．個性を活かしたまちづくりの推進

 [施　　策]

２７年度 ２８年度(単位)
（３０年度）

２６年度

成果指標

2

効率性

所
管

都市づくり部

年度

委託内容
国

件助成件数 1

事業内容

委託の有無

事業目的

活動指標
-

子育て世帯に対し自己所有又は賃貸住宅のリフォーム工事費を助成することにより、安全・安心な住まいづくりを促進する。

0

35

4


